予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　新フードビジネス振興事業
（商品開発・流通支援事業の一部を移管）　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3098）

　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　9,723千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,723
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,723

	決定額
	9,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・食品は消費者にとって、必要不可欠な商品であるとともに、近年の「B-1グランプリ」や「地場もん国民大賞」等のイベントにも見られるように、地域活性化や観光誘客等様々な分野へ大きな波及効果をもたらす可能性を秘めている。

・食品流通業界においても、各バイヤーは地方の隠れた名品以外に、思いがけない商品等にも目を向け積極的に発掘しており、地域産業にとって大きなチャンスとなっている。

・食品製造業は景気変動にも他業種より比較的強く、地域経済の回復や発展が期待できるとともに、６次産業化や農商工連携を含め、成長の見込める分野である。

・食料品等製造業が県内製造業全体に占める割合は、事業所数で8.3％、従業者数で8.5％、製造品出荷額で6.2％（平成24年工業統計調査）と、重要な産業の一つとなっている。
・一方、県内食料品等製造業は家族経営等の零細企業が多く、従来からの取引の維持が精一杯であり、新しい買い手（卸業者、小売業者）との交渉ルートやノウハウを持たないため、新たな販売ルート開拓には県の総合支援が求められている。
（２）事業内容

バイヤーへのＰＲに向け、セミナー並びにこれを踏まえて出展する商談会を通じて販売スキルの修得、向上並びに新規販路の開拓を支援する。

　　・新商談会対策セミナーの開催
　　　　商談会出展に向けた対策セミナーの開催
　　・自主開催商談会実施

　　木曽三川うまいもん商談会

＊金融機関等との共催による全国の優れたバイヤーとの商談の機会を通じ
て、商談成約に向けたスキルの修得を図る。
・全国規模の商談会、展示会への岐阜県ブース出展

　　FOODEX JAPAN2016（アジア最大級の食の展示商談会）

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　FOODEX JAPAN2016の小間料に、事業者負担を設ける。
（４）類似事業の有無
     無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	119
	職員業務旅費

	委託料
	8,004
	FOODEXJAPAN出展費用

	負担金
	1,600
	木曽三川うまいもん商談会、能率協会法人会費

	合計
	9,723
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開

（２）後年度の財政負担

　・H27～H29まで3年間、支援を実施
（３）事業主体及びその妥当性

　・展示商談会においては、商品種類の多さやブース規模が、バイヤー訪問に影響することから、県が主体となって一定規模の岐阜県ブースを出展することで、バイヤーへの岐阜県事業者並びに商品の認知度を高めることができる。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　個別事業者の商談力を高め、平成28年度までに自主出展による全国規模の商談会へのステップアップを支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	参加事業者数

(FOODEX JAPAN)
	0
(H22）
	16

(H23）
	27

（H25）
	-

（H26）
	20

(H28)
	％
135

	うち自主出展

事業者数
	0
(H22）
	0
(H23）
	7
（H25）
	-
（H26）
	10

（H28）
	％
70


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	平成23～平成25年度に蓄積した県内加工事業者のデータを活用し、「ビジネスサミット2014」や「飛騨牛＆東海地方のうまいもの商談会」「イオン見本市」への出展案内等を通じ、食品加工事業者とバイヤー等との機会の確保に努めた。また商品のパッケージに記載された情報については、各所管の事務所を紹介するなど、個別に情報提供を行った。


（前年度の成果）

	県内加工食品事業者の展示会等の出展を支援した。
　　ビジネス・サミット2014　　　　　　　４０社
　　飛騨牛＆東海地方のうまいもの商談会　１９社


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県が事業者をとりまとめて実施する商談会は、バイヤーからの信頼度が高く、中小の事業者や実績の少ない事業者も、商談の機会を得ることができる。
出展事業者も相互に情報交換を行うことで、新たな商品企画等の機会が生まれている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	行政支援による継続的な商談会の実施により、バイヤーからの信頼度が上がり、多くのバイヤーと県内加工事業者が関わりを持てるようになった。また、多様な機会を設けることで、事業者の商談能力が向上し、的確な商談交渉を実施する事業者が増えた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	これまでの事業者並びにバイヤー情報も活用しながら展示商談会に岐阜県ブースを出展することで、出展者により多くの商談機会が得られるようになっている。


（今後の課題）

	商談会に慣れていない中小規模の食品加工事業者はまだまだ多く、製品化に至るまでに、パッケージ全体も含めた商品の改善や、交渉力の向上が必要である。


（次年度の方向性）
	商談会出展に向け、出展希望者を中心にセミナーを行うことにより、各事業者の商品改善並びに商談力や交渉力の底上げを図り、商談会での成約率の向上へ取り組む。


